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ABSTRACT
The most popular R&D destination of Japanese companies is China. The 

purpose of this paper is to find out success factors of Japanese companies in 
managing R&D centers in China. To achieve this purpose, in parallel with 
interviews with managers of R&D centers of Japanese companies in China, the 
research mainly employed a questionnaire survey. The companies that possess 
R&D centers in China are divided into three categories according to the levels 
of fitness for the purpose of establishment. Then, R&D management practices 
are analyzed by these categories.

For Japanese R&D centers in China, markedly different R&D management 
practices are found out between high purpose-fitted R&D centers and low 
purpose-fitted R&D centers. For example, one of major objectives is ＂cost＂ for 
low purpose-fitted companies; one of major positioning reasons is ＂for Japanese 
market＂ for high purpose-fitted companies; and localization level is high for 
high purpose-fitted companies. 

Since Japanese companies established R&D centers in China only recently, 
this kind of research work is still scarce. The results provide valuable 
information input to corporate managers responsible for R&D in China.

要　約
　日本企業の海外研究開発立地は、2013年において中国が第 1位であり、今後
の立地先としても中国が第 1位である。
　本稿では日本企業の中国における研究開発センターのマネジメントの成功要
因を求めることを目的とする。このため、具体的には、企業へのアンケート調
査を実施し、回答企業を中国における研究開発センターの設立目的への適合度
により 3グループに分け、それぞれのグループにおける研究開発マネジメント
を比較した。並行して中国における日本企業の研究開発センターのマネージャー
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1．はじめに
	 －日本企業の海外研究開発［注1］－

　現在は、グローバル競争の時代である。そう
したグローバル競争の中で、近藤（2013）も述
べるように、企業は社内の内部資源に加えて
外部資源をも活用したイノベーション、つま
り、オープン ･イノベーションを推進するとと
もに、海外に研究開発拠点を立地して、世界
の頭脳を活用してイノベーションの創出に挑
んでいる（図 1）。多国籍企業の海外研究開発
について多くの研究もなされていて、例えば、
Ronstadt（1977）、Lall（1979）、Kuemmerle 
（1997）がある。
　日本企業も遅ればせながら、1980年代から
は研究開発拠点を海外に設置する動きが目立っ
てくる。日本企業の研究開発拠点の設置先は、
当初の先進国の欧米中心から発展途上国まで拡
大してきて（上野他（2008））、最近では中国に
多くの研究開発拠点を設置している（日本貿易
振興機構（2014）））。今後の研究開発機能の拡
大先としても中国が 1位である（日本貿易振興
機構（2014）（表 1）。日本企業だけではなくて、
世界の企業も研究開発拠点の設置先として中
国を第 1位に挙げている（UNCTAD （2005））。
こうした中国において、日本企業は研究開発セ
ンターを設置して、標準や技術規制に関心を
持って、また、大学や公的研究機関との連携や

先端的な研究にも関心を持って、そうした研究
開発センターを運営している（近藤（2013））。
　本稿では、そうした中国における日本企業の
研究開発センターのマネジメントの成功要因
を探ることを目的とする。中国における多国
籍企業の海外研究開発については Xue・Wang 
（2001）、von Zedtwitz （2004）、von Zedtwitz 
et al. （2007）、呉（2009）などがあり、中国
における日本企業の研究開発については、金
（2007）、時（2009）、近藤（2013）などがある
が、成功要因をシステマティックに分析してい
るものは見当たらない。
　本稿の構成は以下のとおりである。次節で
は、研究の枠組み、研究方法について述べる。
研究方法については、本研究に用いたアンケー

等へのインタビューも実施した。
　その結果、高い目的適合度の研究開発センターと低い目的適合度の研究開発
センターとではいくつかの点で際立った相異があることが分かった。例えば、
低い目的適合度の研究開発センターでは主な設立目的が ｢コスト｣ としている
企業が多く、高い目的適合度の研究開発センターでは、研究開発センターの位
置づけを「日本市場向け」としている企業が多かった。
　日本企業が中国に研究開発センターを設置し出したのは最近であり、同種の
研究はまだ少ない。このため、本稿の結果が中国における研究開発センターに
責任を有するマネージャーに価値ある情報になると考えられる。

キーワード : 海外 R&D、国境を超える投資、成功要因、日本企業、中国
Keywords: Overseas R&D; Cross-Border Investments; Best Practices; Japanese 

companies; China

図 1　多国籍企業のグローバルな頭脳資源の活用
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ト調査についてやや詳しく述べる。続く第 3節
で、結果について論じる。日本企業が中国に研
究開発センターを設置し出したのは近年のこと
であるが、設立目的に適合しているとする企業
は比較的多い。設立理由は、低い目的適合度の
研究開発センターでは「コスト｣ としている企
業が多く、研究開発センターの位置づけは、高
い目的適合度の研究開発センターでは「日本
市場向け」としている企業が多かった。研究
開発センターへの資源投入度については、研究
者・技術者数でみて、低い目的適合度の研究開
発センターでは投資が少なく、企業全体の研究
開発費に占める中国の研究開発センターの研究
開発費の割合は、低い目的適合度の研究開発セ
ンターでは低かった。現地化については、低
い目的適合度の研究開発センターではその度合
いが低かった。研究内容については、高い目的
適合度の研究開発センターでは「実用的な研究
開発」が多く、低い目的適合度の研究開発セン
ターでは、「独自基礎研究｣ が多かった。産学
官連携はどのグループの企業も一定程度実施し
ていた。運営上の問題点については、低い目的
適合度の研究開発センターでは、「人材流出｣、
「海外研究の評価の困難｣、「費用対効果｣ が問
題となっている。最後に結論を述べる。

2．研究の枠組み、仮説、研究方法

　日本企業の中国における研究開発センターの
マネジメントの成功要因を探るために、本研究
においては、設立目的に適合している研究開発
センターとそうでない研究開発センターのマネ
ジメントを比較することにより求める。この日

本企業の中国における研究開発センターの目
的適合度は、「海外研究開発拠点での研究開発
は目的に適ったものと言えますか｣ というアン
ケート調査の問いに対して、回答者が「目的に
適っている｣、「ある程度目的に適っている｣、
「どちらともいえない｣ または「目的に適って
いない｣ の選択肢の中から選ぶことにより決ま
る。
　具体的な分析は、図 2の研究枠組みに基づい
て、以下の項目について高い目的適合度の研究
開発センターと低い目的適合度の研究開発セン
ターの研究開発マネジメントを比較することに
より実施した。
　 •設置理由 ･位置づけ
　 •研究開発資源の投入
　 • 現地化（トップ、研究開発テーマの決定
権、コア人材）

　 •研究内容や産学官連携
　 •運営上の問題点
　 •設置時期

表 1　日本企業の研究開発機能立地先

順位 現在の研究開発拠点
今後（3か年程度）の研究開発機能拡大先
新製品開発 現地市場向け仕様変更

1 中国 中国 中国
2 米国 タイ タイ
3 タイ 米国 米国
4 西欧 インドネシア インドネシア
5 韓国 台湾（同率 4位） シンガポール
出所：JETRO ｢2013年度日本企業の海外展開に関するアンケート調査｣、2014年 3月。

図 2　研究の枠組み
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　 •資本規模
　 •設立形態

　それぞれの項目について設定した仮説は以下
のとおりである。

H1：設置理由：高い目的適合度の研究開発セン
ターは低コスト以外の戦略的な理由を有する。
　Li ・Zhong （2003）によると中国における研
究開発拠点の運営費は米国の約 10分の 1であ
り低コストは誘因の 1つであろうが、目的適合
度が高い成功している研究開発センターには戦
略的な設置理由があると考えられる。

H2：位置づけ：高い目的適合度の研究開発セン
ターは中国市場向けのセンターであると位置づ
けられている。
　Gassmann･Han （2004）は中国に研究開発セ
ンターを設立する主要な動機は中国市場だとし
ている。世界第 2の市場である中国は日本企業
にとっても巨大な中国市場向けの開発センター
と位置付けられると考えられる。

H3：研究開発資源の投入：高い目的適合度の研
究開発センターはより多くの研究開発資源を投
入している。
　目的を達成するためには研究開発資源を比較
的多く投入していると考えられる。

H4：現地化：高い目的適合度の研究開発センター
は現地化が進展している。
　現地化が進展すれば、外部との関係も内部の
ホスト国の研究者のマネジメントもホスト国の
状況により適合したものになる。よって、現地
化は高い目的適合度をもたらすと考えられる。

H5：研究内容：高い目的適合度の研究開発セン
ターは実用開発を行っている。
　中国の研究開発人材を活用するにも中国の巨
大な市場を目標にするにも現段階では実用的な
開発が適していると考えられる。したがって、
高い目的適合度の中国の研究開発センターは実
用開発を実施していると考えられる。

H6：産学官連携：高い目的適合度の研究開発セ
ンターは活発に産学官連携を実施している。
　Kondo （2012）によると他の途上国への研究
開発センター設置と異なり、中国への研究開発
センターの設置は産学官連携を目的の 1つにし
ている。したがって、高い目的適合度の中国の
研究開発センターは産学官連携を積極的に実施
していると考えられる。

H7：運営上の問題点：高い目的適合度の研究開
発センターは知的財産権やノウハウの漏えいが
問題となっていない。
　研究開発には知的財産の問題が大いに絡んで
くる。知的財産権やノウハウの漏えいが問題と
なっていたら、それは深刻な問題で高い目的適
合度の実現は無理であると考えられる。

H8：設置時期：高い目的適合度の研究開発セン
ターは長い歴史を有している。
　時間が経ち経験を積めばマネジメントもよく
なると考えられる。したがって、高い目的適合
度の研究開発センターは設置時期がかなり前で
あったと考えられる。

H9：資本規模：高い目的適合度の研究開発セン
ターはより多くの資本金を有している。
　資本金が多ければ、研究開発費も多く投入で
きるし、研究者の給与にも自由度が増す。した
がって、高い目的適合度の研究開発センターは
資本規模が大きいと考えられる。

H10：設立形態：高い目的適合度の研究開発セン
ターは独資である。 
　設立形態は独資も合弁も考えられるが、研究
開発に関する戦略的な情報を管理するには独資
の方が行いやすい。したがって、高い目的適合
度の研究開発センターは設立形態が独資である
と考えられる。

　具体的な研究方法はインタビューとアンケー
ト調査である。インタビューは中国における日
本企業の研究開発センターの現状を理解するこ
ととアンケート調査の結果を理解するために
中国の日本企業の研究開発センターのマネー
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ジャー、日本本社の海外研究開発担当のマネー
ジャーに対して実施した。また、日本において
日本以外の国の多国籍企業のマネージャーにも
比較のためにインタビューを実施した。このほ
か、中国の大学等においてインタビューを実施
した。
　アンケート調査は以下のとおりである。2009
年 10月に東洋経済「海外進出企業総覧｣ 2009
年版より海外に製造拠点か研究開発拠点を有
する企業で 50％以上出資している企業 652社
を対象に実施した。回答企業数は 125社で回
収率は 19.2％であった。業種別には、電気機
器 19％、化学 15％、機械 12％、輸送用機器 
11％、精密機器 5％の割合になっている。中国
に研究開発センターを有するのは 17社であっ
た。
　分析は、まず、各社の中国の研究開発セン
ターの設置に対する目的適合度を分析した。次
に、目的適合度に応じて回答企業を 3つのカテ
ゴリーに分けた。つまり、「目的に適っている｣
と回答した企業、「ある程度目的に適っている｣
と回答した企業、「どちらともいえない｣ また
は「目的に適っていない｣ と回答した企業、の
3つのカテゴリーである。その上で、この 3つ
のカテゴリーでどのように研究開発マネジメン
トが異なるのかを分析した。

3．結果と議論

3.1　目的適合度

　中国における研究開発センターについて、多
くの企業が設立の目的に適合していると回答し
ている。「目的に適っている｣ が 44%、「ある
程度目的に適っている｣ が 31%、「どちらとも
いえない｣ または「目的に適っていない｣ が
25％であった。「目的に適っている｣ が 2点、
「ある程度目的に適っている｣ が 1点、「どちら
ともいえない｣ が 0点、「目的に適っていない｣
が­2点とすると、平均点は 1.1点となる。悪
くない点数である。
　以下の分析では、企業を「目的に適ってい
る」のカテゴリー、「ある程度目的に適ってい
る｣ のカテゴリー、「どちらともいえない｣ ま

たは「目的に適っていない｣ のカテゴリー、の
3つに分けて分析する。

3.2　仮説の検証結果

　a．設置理由
　中国に研究開発センターを有する企業全体
では、設置理由は多い順に次のとおりである。
「現地のニーズ｣ が 30％、「コスト｣ が 16％、
「現地の優れた人材」が 14％、「現地で研究開
発から製造、販売まで一貫｣ が 14％である。
　「目的に適っている｣ と回答した企業では、
「現地のニーズ｣ が 30％、「現地で研究開発か
ら製造、販売まで一貫｣ が 22％、「現地の優れ
た人材」が 13％である。
　「ある程度目的に適っている｣ と回答した企
業では、「現地のニーズ｣ が 25％、「コスト｣
が 25％である。
　「どちらともいえない｣ または「目的に適っ
ていない｣ と回答した企業では、「現地のニー
ズ｣ が 33％、「コスト｣ が 22％である。
　目的適合度が高くない企業では、設置理由の
重要な要素が「コスト｣ である一方、目的適合
度が高い企業では、設置理由の重要な要素が
「現地で研究開発から製造、販売まで一貫｣ で
ある。「現地のニーズ｣ は全てのカテゴリーの
企業に共通して最重要な設置理由である。
　従って、仮説 H1: 「設置理由：高い目的適合
度の研究開発センターは低コスト以外の戦略
的な理由を有する」は支持された。他のカテゴ
リーの企業と異なり、高い目的適合度の研究開
発センターを有する企業は低コスト以外の戦略
的な設置理由を有する。

　b．位置付け
　中国に研究開発センターを有する企業全体
では、位置付けは多い順に次のとおりである。
「現地国市場向け｣ が 57％、「日本市場向け｣
が 13％、「基礎研究」が 13％、「グローバル市
場向け｣ が 13％である。
　「目的に適っている｣ と回答した企業では、
「現地国市場向け｣ が 60％、「日本市場向け｣
が 20％、「基礎研究」が 10％、「グローバル市
場向け｣ が 10％である。
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　「ある程度目的に適っている｣ と回答した企
業では、「現地国市場向け｣ が 57％、「日本市
場向け｣ が 14％、「基礎研究」が 14％である。
　「どちらともいえない｣ または「目的に適っ
ていない｣ と回答した企業では、「現地国市
場向け｣ が 50％、「グローバル市場向け｣ が
33％、「基礎研究｣ が 14％である。
　従って、仮説 H2「位置づけ：高い目的適合
度の研究開発センターは中国市場向けのセン
ターであると位置づけられている」はある意味
では支持された。それは、高い目的適合度の研
究開発センターを有する企業では 60％の企業
が位置付けは「現地国市場向け｣ であるとして
いるからである。しかしながら、どのカテゴ
リーの企業もやや割合は低いが位置付けは「現
地国市場向け｣ であるとする企業が最も多い。
むしろ、高い目的適合度の研究開発センターを
有する企業と低い目的適合度の研究開発セン
ターを有する企業の相異は、2番目の位置づけ
が高い目的適合度の研究開発センターを有する
企業は「日本市場向け｣ であり低い目的適合度
の研究開発センターを有する企業は「グローバ
ル市場向け｣ である点である。

　c．研究開発資源の投入
　中国における研究開発センターへの研究開発
資源の投入規模を計測するために、中国におけ
る最大規模の研究開発センターの日本人以外の
研究者・技術者数及び日本本社における全研究
開発費に対する中国拠点の研究開発費の比率を
たずねた。
　研究者・技術者数は、全体の平均は 28.2人
であった。「目的に適っている｣ と回答した企
業では、平均は 15.7人、「ある程度目的に適っ
ている｣ と回答した企業では、平均は 65.5人、
「どちらともいえない｣ または「目的に適って
いない｣ と回答した企業では、平均は 3.7人で
あった。
　中国拠点の研究開発費の比率は、全体の平
均は 4.9％であった。「目的に適っている｣ と回
答した企業では、平均は 7.4％、「ある程度目的
に適っている｣ と回答した企業では、平均は
3.3％、「どちらともいえない｣ または「目的に
適っていない｣ と回答した企業では、平均は

3.0％であった。
　従って、仮説 H3「研究開発資源の投入 :  高
い目的適合度の研究開発センターはより多くの
研究開発資源を投入している｣ は支持されたと
言えよう。研究開発費については、高い目的適
合度の研究開発センターを有する企業はより多
くの割合を海外に投入しているし、低い目的適
合度の研究開発センターを有する企業はより少
ない割合しか海外に投入していない。研究者・
技術者数については、「どちらともいえない｣
または「目的に適っていない｣ と回答した企業
では、研究者・技術者数が最も少なかった。

　d．現地化
　本研究では現地化について 3つの点から調査
した。（1）最高責任者が現地人であるかどう
か、（2） 研究開発テーマの決定権が現地にある
かどうか、（3）現地のコア人材がいるかどう
か、である。
　最高責任者が現地人である割合は、全体では
平均で 19％であった。「目的に適っている｣ と
回答した企業では、平均は 14％、「ある程度目
的に適っている｣ と回答した企業では、平均
は 40％、「どちらともいえない｣ または「目的
に適っていない｣ と回答した企業では、0％で
あった。
　研究開発テーマの決定権が現地にある割合
は、全体では平均で 35％であった。「目的に
適っている｣ と回答した企業では、平均は
43％、「ある程度目的に適っている｣ と回答し
た企業では、平均は 20％、「どちらともいえな
い｣ または「目的に適っていない｣ と回答した
企業では、平均は 33％であった。
　現地のコア人材がいる割合は、全体では平
均で 80％であった。「目的に適っている｣ と回
答した企業では、平均は 83％、「ある程度目的
に適っている｣ と回答した企業では、平均は
80％、「どちらともいえない｣ または「目的に
適っていない｣ と回答した企業では、平均は
75％であった。
　従って、仮説 H4「現地化：高い目的適合度
の研究開発センターは現地化が進展している｣
は支持されたと言えよう。最高責任者の現地化
は低い目的適合度の研究開発センターを有する
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企業では実現されず、研究開発テーマの決定権
の現地化は高い目的適合度の研究開発センター
を有する企業で実現され、現地コア人材の存在
も目的適合度が高い研究開発センターを有する
企業ほど実現されていた。

　e．研究内容と産学官連携
　中国に研究開発センターを有する企業全体で
は、研究内容と産学官連携については多い順に
次のとおりである。「実用研究開発｣ が 45％、
「海外製品の前期研究開発｣ が 29％、「独自基
礎研究｣ が 14％、「大学・国研等との共同基礎
研究｣ が 11％であった。
　「目的に適っている｣ と回答した企業では、
「実用研究開発｣ が 54％、「海外製品の前期研
究開発｣ が 26％、「独自基礎研究｣ が 10％、
「大学・国研等との共同基礎研究｣ が 10％であ
る。
　「ある程度目的に適っている｣ と回答した企
業では、「海外製品の前期研究開発｣ が 45％、
「実用研究開発｣ が 43％、「大学・国研等との
共同基礎研究｣ が 13％である。
　「どちらともいえない｣ または「目的に適っ
ていない｣ と回答した企業では、「独自基礎研
究｣ が 43％、「実用研究開発｣ が 27％、「海外
製品の前期研究開発｣ が 17％、「大学・国研等
との共同基礎研究｣ が 13％である。
　従って、仮説 H5「研究内容：高い目的適合
度の研究開発センターは実用開発を行ってい
る」は支持された。つまり、「実用研究開発｣ 
が高い目的適合度の研究開発センターで実施さ
れ、「独自基礎研究｣ が低い目的適合度の研究
開発センターで実施されていた。
　仮説 H6「産学官連携：高い目的適合度の研
究開発センターは活発に産学官連携を実施して
いる」は支持されたとは言い難い。どのカテゴ
リーの企業も一定程度「大学・国研等との共同
基礎研究｣ を実施している。

　f．運営上の問題点
　運営上の問題点について、企業全体では、
「人材確保｣ が 17％、 「知財 ･ノウハウの流出」
が 14％、「コミュニケーション｣ が 14％、「国
内との分担｣ が 14％であった。

　「目的に適っている｣ と回答した企業では、
「人材確保｣ が 22％、「知財 ･ノウハウの流出」
が 17％、「コミュニケーション｣ が 17％、「国
内との分担｣ が 17％である。
　「ある程度目的に適っている｣ と回答した企
業では、「コミュニケーション｣ が 21％、「人
材確保｣ が 14％、「人材流出｣ が 14％、「ロー
カライゼーションの負荷」が 14％、「国内との
分担｣ が 14％である。
　「どちらともいえない｣ または「目的に適っ
ていない｣ と回答した企業では、「人材流出」
が 20％、「知財 ･ ノウハウの流出」が 20％、
「人材確保｣ が 10%, 「国内との分担｣ が 10％、
「海外研究の評価の困難｣ が 10％、「費用対効
果｣ が 10％である。
　従って、仮説 H7「運営上の問題点：高い目
的適合度の研究開発センターは知的財産権やノ
ウハウの漏えいが問題となっていない｣ は支
持されたとは言えない。「知財 ･ノウハウの流
出」は高い目的適合度の研究開発センターでも
低い目的適合度の研究開発センターと同じく深
刻な問題である。高い目的適合度の研究開発セ
ンターと低い目的適合度の研究開発センターの
相異は、低い目的適合度の研究開発センターに
とって「人材流出｣、「海外研究の評価の困難｣、 
「費用対効果｣ が問題である点である。

　h．設置時期、資本規模、設立形態
　設置時期については、高い目的適合度の研究
開発センターと低い目的適合度の研究開発セン
ターの間で大きな差異は認められなかった。過
半が 2000年代前半に設置されている。
　資本規模についても、高い目的適合度の研究
開発センターと低い目的適合度の研究開発セン
ターの間で大きな差異は認められなかった。過
半が 1億円未満である。
　設立形態については、9割近くが独資であり、
適切な分析ができなかった。データに偏りがあ
るが、興味深い点は、合弁では過半を占めてい
てもいなくても全ての企業で高い目的適合度で
あることである。予め合弁という前提で、研究
開発センターの運営のマネジメントを行ってい
るのであろう。
　したがって、仮説 H8「設置時期：高い目的
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適合度の研究開発センターは長い歴史を有して
いる｣、H9「資本規模：高い目的適合度の研究
開発センターはより多くの資本金を有してい
る」、H1「設立形態：高い目的適合度の研究開
発センターは独資である｣ は支持されなかっ
た。

4．おわりに

　日本企業が中国に研究開発センターを設置し
たのは比較的近年のことにもかかわらず、全体
としてはその目的に適っているとする企業が多
いことは好ましい。44％もの企業が目的に適っ
ているとしている。
　高い目的適合度の研究開発センターと低い目
的適合度の研究開発センターの相異について
は、以下のことが分かった。設置理由や位置づ
けについては、低い目的適合度の研究開発セン
ターについては「コスト｣ が主要な設置理由で
あり、高い目的適合度の研究開発センターにつ
いては位置づけが「日本市場向け｣ であった。
研究開発資源の投入については、低い目的適合
度の研究開発センターでは研究者・技術者数が
少なく、親会社の研究開発費に対する中国の研
究開発費の比率が低かった。現地化について
は、高い目的適合度の研究開発センターで進ん
でいた。研究内容については、高い目的適合度
の研究開発センターでは「実用研究開発｣ が、
低い目的適合度の研究開発センターでは「独自
基礎研究｣ が行われていた。産学官連携につい
ては一定程度行われていて差異は認められな
かった。運営上の問題点については、低い目的
適合度の研究開発センターでは「人材流出｣、
「海外研究の評価の困難｣、「費用対効果｣ が問
題となっていた。
　今後の計画としては、日本企業が古くから研
究開発センターを設置し中国に次ぐ海外研究開
発センター数を有する米国や、他の国における
日本企業の海外研究開発センターを調査し、中
国における日本企業の海外研究開発センターの
マネジメントとの異同を研究する予定である。
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